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第１　鑑定方法と鑑定嘱託先について

　１　本GMイネからのディフェンシン流出の有無の検証実験について裁判所は，①免疫測定法は実施するが，生物検定法についてはその実施の必要性を裁判所が判定することは困難であるから，②その必要性を免疫測定法の鑑定嘱託先に判断させ，③必要ということであれば，同嘱託先に生物検定法による検証実験も実施させるという，証拠決定案を提示された。

　２　原告らとしては，本GMイネからのディフェンシン流出の有無の確認という鑑定目的を達成するには，免疫測定法だけの結果による判定よりも，手法や観点の異なる両実験の実施による総合的な検証の方が，原告・被告の主張する仮説の合理性を多面的に検証するという科学実験の本質により適っていると現時点でも考えている。

しかし，裁判所が，自らの科学的知見の限界等から鑑定について上記方針を維持されるということであれば，実施が決定されている免疫測定法については，最も信頼するに足る機関に鑑定を嘱託するしかないし，その機関が生物検定法を適切に実施するだけの施設，人材等を擁していないということであれば，生物検定法の実施は断念せざるをえない。

３　現状において，免疫測定法の鑑定嘱託先としては，京都大学の佐藤文彦研究室が最も信頼するに足る機関であることはこれまで縷々述べてきたところであるが，被告は準備書面（２９）で，原告らが「異常なまでに執着した生物検定法実施をいとも簡単に取り下げてまで」，佐藤研究室での免疫測定法の実施に固執するならば，「金川貴博教授が，佐藤文彦教授に対し，何らかの影響力を行使しうる立場にあるとの疑念及び不信感を抱かざるを得」ず，佐藤教授の研究室は「鑑定嘱託先として不適切」と主張している。

４　被告の論理の稚拙さは致し方ないとしても，その愚劣さは同じ法曹としてやや耐え難いものがある。被告は，佐藤教授の学識や経歴，わが国での遺伝子組換え技術の研究における地位を，原告らよりも十分認識している筈であり（被告が本裁判に提出している同教授の陳述書も参照されたい），その佐藤教授が，自らの業績に何ら益することのない本鑑定を引き受けようとしていることの真意，科学者としての誠実さを，もう少し真面目に忖度すべきである。

５　原告らは，本訴訟をゲーム感覚で提起しているわけではないし，本鑑定の方法等に固執するのも，できる限り真実に近づき，危険を未然に防止したいという一念からである。

もし，仮に，被告が臆断するように，「金川教授が佐藤教授に何らかの影響力を行使できる」のだとすれば，原告ら（金川教授）から両実験の実施を依頼された佐藤教授はこれに安易に同意していた筈である。原告から依頼された生物検定法の実施を謝絶される佐藤教授の姿勢そのものが，実験に真摯に向き合おうとする科学者の誠実性を示すものであることは，中学生でも分かる道理であろう。

敢えて述べるが，被告は弁論準備の席で，生物検定法は有害と論じ，「このような馬鹿げた実験をやるような機関はない」とまで述べていたのを（被告職員の黒田氏が実施していることは無視），裁判所から「被告提案の嘱託先は，生物検定法を実施できるのか」と質問されるや，文字通り二つ返事で「できます!」と応答していたが，むしろ，そのような態度にこそ，実験に対する真摯な思いに疑念を抱かせるのである。

古く唯識仏教は，「心外に別法なし」（対象をそのまま観ていると思っていてもそれは幻想で，ほかならぬ自分の心が色づけし，意味づけしたものを観ている）と説き，近代哲学の一派も人間の認識構造を，「まず認識を導く利害があり，そこから事実の断片をつなぎ合わせて物語をつくりだす」という結論を導いているようであるが，被告の金川教授や佐藤教授に対する疑念なるものは，それ以前の，手段を選ばぬあざとい弁論としか思えない。
第２、被告が推薦する鑑定嘱託先について

被告は、前回、鑑定嘱託先として三度目にして最後の筈だった宇垣正志教授の研究室について原告準備書面（18）より問題点を指摘されるやいなや、数日を経ずして、前回の期日直前に、またしても延長戦としか言いようのない四度目の鑑定嘱託先を提案してきた（被告準備書面（28）４頁）。

しかし、いとも簡単に捻り出せるような被告四度目の推薦先である東京大学大学院農学生命科学研究科応用生命化学専攻（代表：吉村悦郎教授。以下、吉村教授という）もまた、以下の理由により、鑑定嘱託先として不適切と言わざるを得ない。

　被告の今回の推薦先研究室と同じ科である東京大学大学院農学生命科学研究科の農学国際専攻（代表：西澤直子教授）は、東北大学大学院農学研究科（代表：三枝正彦教授）と共同で、鉄欠乏耐性遺伝子組換えイネの野外実験を企画し、この野外実験の危険性・問題点を憂慮し実験中止を求める多くの市民の声を無視して、2005年から東北大学農学部川渡農場で野外実験を強行している（甲85参照）。

この鉄欠乏耐性遺伝子組換えイネ（以下、鉄欠乏耐性GMイネという）を開発したグループは東京大学大学院農学生命科学研究科の森敏東京大学名誉教授、西澤直子教授らであるが、そのグループの中心人物の一人が、今回、被告が鑑定嘱託先として推薦してきた研究室の代表吉村教授である。

そのことは、鉄欠乏耐性GMイネの開発研究に対する第三者の評価結果（甲86）に、主たる研究参加者として吉村教授が名を連ねていること、森敏名誉教授自身が鉄欠乏耐性GMイネ開発の概要を紹介した文書中に、二本柱の研究グループの１つを吉村教授が率いたと述べていること（甲87．３頁冒頭）、甲87の前記文書に鉄欠乏耐性GMイネ開発で、吉村教授が森、西澤両氏らと共同で発表した論文が26件も載せられていること（それが分かるように、甲87中に★をしるした）からも明らかである。

ただし、原告は決して、本裁判の野外実験を離れて、上記鉄欠乏耐性GMイネの野外実験の是非を問題としている訳ではない。問題は、GMイネというバイオ技術を用いた野外実験を企画・推進する立場にある者は、どうしても、同様のGMイネ野外実験に対してもそれを擁護・支持するおそれは避けがたいものであり、実際上も、上記森、西澤両氏は、原告らが一昨年６月、御庁に申立てた本GMイネ野外実験差止めの仮処分申立に対し、申立の却下を求める要望書を裁判所に提出したことは周知の通りである（乙40．同51。その西澤氏の要望書は並み居る大学研究者の筆頭として提出された）。

加えて、西澤氏は、平成13年から現在まで、農林水産省の独立行政法人評価委員会農業技術分科会の専門委員
に就任しており、農林水産省及びその管轄下にある独立行政法人（被告もその１つである）とも厚い信頼関係の間柄にある。

その上、吉村教授は、こうした森、西澤両氏と、これまで、多数の共同論文を発表してきており（甲87中に★で記したものと別紙「発表された共同論文（最近の事例）」参照）、研究上、極めて緊密な間柄にある。

したがって、たとえ吉村教授が、本GMイネの野外実験や本裁判に直接関わっていなくとも、このような研究経歴と人的関係を持つ吉村教授に対しては、本GMイネの野外実験の公正な鑑定を期待することは困難と言わざるを得ない。のみならず、これまでの被告の鑑定嘱託先の提案のやり方はいずれも場当たり的であり、信用ができなかった経緯に照らすと、今回の吉村教授の提案も同様に信用できないと思わざるを得ない。

以上から、今回の被告提案もまた公平さを欠き、少なくとも原告提案（京都大学の佐藤文彦教授）に比べ公平さの点において、はるかに劣ることは確実である。

第３、供試サンプルに含まれるディフェンシンの量を測定する理由について
原告は、準備書面(17)で供試サンプルの確認実験の目的として、

《単に、供試サンプル（本GMイネ）がディフェンシンを産生しているかどうかだけではなく、供試サンプルに含まれるディフェンシンの量がどれくらいかも確認する。》（２頁下から10行目）

と主張したが、被告は後半のディフェンシンの量の測定は必要ないと主張したので（準備書面(27)）、以下、原告主張の根拠を明らかにする。

　結論として、供試サンプル（本GMイネ）に含まれるディフェンシンの量を測定する理由は、前回の弁論準備手続において裁判長が指摘された通りであり、本GMイネが産生するディフェンシンのうち、どの程度の量のディフェンシンがイネ体外に溶出するのかどうかを確認する、つまり溶出のしやすさの程度を確認するためである。
そもそも被告主張によれば、本GMイネにおいて産生されたディフェンシンのすべてが細胞壁に不可逆的に電気的に結合し、細胞壁から遊離することはあり得ず、したがって、ディフェンシンがイネの体外に溶出する可能性は一切存在しない（被告準備書面(2)５～10頁。以下、本被告主張という）。したがって、本被告主張によれば、万が一、何等かの例外的な事情でディフェンシンがイネの体外に溶出することがあったとしても、それはイネ体内に存在するディフェンシンの量に比べて極めて微量な筈である。

そして、ディフェンシンの量が「極めて微量」かどうかはイネ体内に存在するディフェンシンの量との比率によって決まる。仮にいま、実験結果として、１グラムのイネを１０ミリリットルの液につけて溶出実験を行ったとき、溶出したディフェンシンの総量が１００ピコグラム観測されたとしよう。１００ピコグラム自体は、日常の生活感覚からすれば「極めて微量」である
。しかし、肝心なことは、この１００ピコグラムのディフェンシンが、もともとどの程度のイネ体内に存在するディフェンシンから溶出されたものなのかという、その比率である。なぜならこの比率が、ディフェンシンの溶出しやすさの程度を示す唯一のデータを提示するからである。このため母数、すなわちイネ１グラムにもともと含まれていたディフェンシンの量を測定する必要がある。

そこで、もしイネ１グラムに含まれるディフェンシンの量の値が１００ナノグラムだとすると、１０００分の１のディフェンシンがイネ体内から体外へ溶出したことになるが、もしこの値が１ナノグラムだとすれば１０分の１のディフェンシンが溶出したことになる。後者の場合、溶出はかなり大きな比率で起こっていることになる
。このような場合には、「本GMイネにおいて産生されたディフェンシンのすべてが細胞壁に不可逆的に電気的に結合し、細胞壁から遊離することはあり得ず、ディフェンシンがイネの体外に溶出する可能性は一切存在しない」という被告主張は成り立たないことが判明する。

以上の通り、少なくとも本被告主張が成り立つかどうかを判定する上で、供試サンプルに含まれるディフェンシンの量を測定する必要がある。

以　上

別紙　　　　　　　　　　　　　　

発表された共同論文（最近の事例）

以下は、最近、吉村教授が森敏名誉教授、西澤直子教授らと共同で発表した論文である。

1. KIM, Suyeon, TAKAHASHI, Michiko, HIGUCHI, Kyoko, TSUNODA, Kyoko, NAKANISHA, Hiromi, YOSHIMURA, Etsuro, MORI, Satoshi, and NISHIZAWA, Naoko K. 2005. Increased Nicotianamine Biosynthesis Confers Enhanced Tolerance of High Levels of Metals, in Particular Nickel, to Plants. Plant and Cell Physiology 46: 1809-1818. 
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6. KANEKO, Maiko, YOSHIMURA, Etsuro, NISHIZAWA, Naoko K., and MORI, Satoshi. 1999. Time Course Study of Aluminum-Induced Callose Formation in Barley Roots as observed by Digital Microscopy and Low-Vacuum Scanning Electron Microscopy. Soil Science and Plant Nutrition 45: 701-712.

7. ITAI, Reiko, NAKANISHI, Hiromi, NISHIZAWA, Naoko K., YOSHIMURA, Etsuro, and MORI, Satoshi. 1999. Conforcal Images of Adenine Phosphoribosyltransferase (APRT) Fused to sGFP in Plant Cells. Plant and Cell Physiology 40: 98. 
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以　上

� こうした専門委員が、農林水産省に意見は述べても、基本的に農林水産省の研究を推進・サポートする人たちであることは研究者間での公然の事実である。


�  1ピコグラムは１グラムの10－12、１ナノグラムは１グラムの10－９である。


� もっとも、かりに前者の場合でもその溶出は無視できるほど小さいとはいえない。なぜなら、溶出は時間の関数として持続的に起こっていると考えられ、時間の経過の結果、いわゆる「チリも積れば山となる」からである。
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